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 【研究要旨】 

本分担研究では、PFAS 関連物質のうちその有害性の懸念が高い PFOA および PFOS につい

て、国内における使用状況等について既存情報を集約し、職業ばく露の可能性を検討することを

目的とした。 

 PFOA および PFOS の国内外での製造・輸入量にかかる情報と、業種での使用状況等にかかる

情報について、行政またはリスク評価等実施機関から公表されている情報を検索し、製造、輸入

および規制等にかかる情報として以下の二次情報 18 件（国内行政機関の審議資料 10、その他

8）を収集し、用途、規制および国内外での製造量について整理した。なお、業種・事業場での

当該情報にかかる情報は得られなかったことから、行政等機関での審議資料等として公開されて

いる情報の再整理にとどめた。 

 その結果、国内外での規制強化を受け、西暦 2000 年以降の当該物質の直接的な取扱いは 2010

年代後半までにほぼなくなったと考えられる一方で、当該製品を含有する化学品の取扱いにかか

るリスクの推定については情報が乏しく、今回収集したリスク評価等試料においても、環境要因

にかかるばく露の評価等の情報は報告があるが、職業ばく露についてそのリスクを評価した文書

は得られなかった、他の分担研究において、当該製品の製造以外での業務において、集団として

の平均値は対照群と差は認められないものの、対象者の一部で高濃度の血清中濃度の事例がみら

れることなどから、製造・流通の中止後であっても、当該物質の職域環境での製品または製造機

械等での残留を背景にしたばく露の可能性について、環境由来のばく露の可能性と併せて慎重に

検討をする必要があると考えられた。 
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A:研究目的 

有機フッ素化合物であるペルフルオロ

アルキル化合物およびポリフルオロアル

キル化合物（以下、「PFAS」という。）類

については、その環境中の安定性等から

食物連鎖等における生体内蓄積による健

康への影響等からが近年懸念され、「残留

性有機汚染物質に関するストックホルム

条約（POPs 条約）」ではペルフルオロオ

クタンスルホン酸（PFOS）を 2009 年の

第 4 回締約国会議において、またペルフ

ルオロオクタン酸（PFOA）を 2019 年の

第 9 回締約国会議において、それぞれ制

限・廃絶の対象としている。また、これ

らの動向を受け国内外のリスク評価にか

かる各機関等において、発がんを含む健

康有害性にかかるリスク評価が進められ

ており 1)、国内においても有害性情報と

して政府の GHS 分類 2)や環境省のリス

ク評価書 3)、食品安全委員会による評価

4）等のほか、水道水における暫定目標値

5)が設定され、また化審法では第一種定

化学物質に指定されている 6)。 

本物質は環境中での難分解性に基づく

生体内への取り込みが主に懸念されてい

る一方、業種により職業ばく露の可能性

も指摘されており 1)7)、国内外の職業性

ばく露限界値（以下、「OEL」という。）

の勧告においても当該物質およびその類

縁物質にかかる OEL の勧告をしている機

関がある 8)9)10）が、PFAS 類の職業ば

く露による健康影響の量反応関係につい

ては、現時点では最新の知見に基づく国

際的に整合がとれた評価が必ずしも確立

されていない。また、従来の職業ばく露

の知見等に基づく国内での該当職種やそ

の取扱量などに係る整理は現時点では十

分に行われていないことから、職業ばく

露に係る論文を調査し、ばく露シナリオ

の整理や健康障害との関連、および国内

での職業ばく露に係る可能性等に係る検

討を早急に行う必要がある。 

本分担研究では、PFAS 関連物質のうち

その有害性の懸念が高い PFOA および

PFOS について、国内における職業ばく

露の可能性を検討するに際して、その使

用状況等について既存情報を集約するこ

とを目的とした。 

 

B:研究方法 

 PFOA および PFOS の国内外での製

造・輸入量にかかる情報と、業種での使

用状況等にかかる情報について、行政ま

たはリスク評価等実施機関から公表され

ている情報を収集し、それらの記載情報

を集約した。 

なお、本研究はすでに公開された文献を

対象とした調査であることから、倫理面

の配慮の問題はないと判断した。 

 

C. 研究結果 

 製造、輸入および規制等にかかる情報

として以下の二次情報 18 件（国内行政機

関の審議資料 10、その他 8）を収集し、

用途、規制および国内外での製造量につ

いて整理した。 

１）用途 

PFOS および PFOA に代表される有機

フッ素化合物は、炭素とフッ素の強固な

結合に由来する極めて高い熱安定性、化

学的安定性、撥水・撥油性、熱・化学的安

定性 等の物性を示すことから、撥水撥油

剤、界面活性剤、半導体用反射防止剤、金

属メッキ処理剤、水成膜泡消火剤、殺虫

剤、および調理用器具のコーティング剤

等の幅広い用途で使用されている。PFOS

および PFOA の主な用途として、以下の

ようなものが挙げられる。 

a) PFOS： 

半導体工業、金属メッキ、フォトマス

ク（半導体、液晶ディ スプレイ）、写真
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工業、泡消火剤、半導体 （反射防止 膜

及びフォトレジスト）、フォトマスク（半

導体及び液晶ディスプレ イ）、写真感光

剤、メッキ（クロムメッキ等）、泡消火

剤、医療機器（カテーテル及 び留置針）、

電気電子部品（プリンター・複写機用転

写ベルト・ゴムローラー等） など 

b) PFOA： 

繊維、医療、電子基板、自動車などで

あり、その他、食品 包装紙、石材、フ

ローリング、皮革、防護服など 

２）規制 

上記１）の安定性は同時に環境中での極

めて高い難分解性を伴い、生体蓄積性や

長距離移動性と相まって、地球規模の環

境汚染物質としての懸念からその規制が

開始された。 

a) PFOS 

2009 年 5 月に開催された POPs 条

約第 4 回締約国会議において、PFOS と

その塩、および関連物質を同条約の附属

書 B（制限）に追加することが合意され、

これを受けた日本政府は、同年 10 月に

化学物質の審査及び製造等の規制に関

する法律（以下「化審法」という。）の

改正施行令を公布し、2010 年 4 月より

PFOS 又はその塩を第一種特定化学物

質に指定した。この規制強化に伴い、一

般産業用途での製造・輸入は原則禁止と

なり、化審法第 17 条および第 22 条に

基づき、経済産業大臣の許可を得た例外

用途（エッセンシャルユース）のみ、そ

の流通・使用が認められた。エッセンシ

ャルユースとして認められたのは、半導

体用のレジストおよび反射防止膜の製

造、業務用写真フィルムの製造、金属メ

ッキ用のミスト防止剤、航空機用作動油、

および消火薬剤など、その時点で代替が

困難と判断されたものが該当する。なお、

これらについても技術的な代替移行の

進展に伴い順次縮小され、2017 年（平

成 29 年）の化審法施行令改正において、

それまで残されていた例外用途がすべ

て廃止され、PFOS はすべての産業用途

において製造への使用が全面的に禁止

された。この措置により、2017 年度以

降は、極微量の試験研究用途や法的な適

用除外措置を除き、国内における PFOS

の産業的流通は廃止されている。 

b) PFOA 

2019 年 5 月の POPs 条約第 9 回締約

国会議において、PFOA とその塩、およ

び PFOA 関連物質を条約の附属書 A（廃

絶）に追加することが決定され、これに

伴い日本政府は 2021 年 4 月に化審法施

行令の一部改正を閣議決定・公布し、同

年 10 月 22 日より「ペルフルオロオク

タン酸（PFOA）又はその塩」を第一種

特定化学物質に指定した。なお、本物質

については、それ以前に米国環境保護庁

（EPA）が 2006 年に主要フッ素化学メ

ーカー8 社との間で合意した「PFOA ス

チュワードシップ・プログラム」を契機

として、2015 年までの PFOA 製造・使

用の全廃目標という産業界での自主的

な削減および代替物質への転換が開始

されている。なお化審法では、2024 年

7 月には施行令が一部改正され、「PFOA

の分枝異性体又はその塩」についても同

等の規制が追加適用されている。 

３）製造、輸入量の推移 

ⅰ）国際動向 

a)PFOS: 

PFOS はかつて、特定の化学メーカ

ーが国際的に支配的製造をしており、

ピーク時の 2000 年までの数年間は年

間約 4,500 トンの PFOS およびその関

連化学物質が世界で製造された。その
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後、2000 年に同社は PFOS 関連物質

の全世界的な製造・使用からの自発的

撤退、2002 年末までに大半の廃止を完

了、2008 年までに完全廃止している。 

b) PFOA: 

主に、テフロンなどのフッ素ポリマ

ー製造時の重合助剤（APFO：ペルフ

ルオロオクタン酸アンモニウム）とし

て製造、使用されており、1951 年から

2002 年の間の APFO の年間生産量は

約 335〜525 トンと推定されている。

上記化学メーカーが 2000 年から 2002

年にかけて製造を停止した後、他メー

カーはテロメリゼーション法による

製造を継続し、その後、米国環境保護

庁（EPA）の「2010/2015 PFOA スチ

ュワードシップ・プログラム」により、

主要 8 社が 2015 年までに PFOA およ

び関連物質の全廃が達成された。 

ⅱ）国内動向 

上記規制を背景に、製造・労働現場に

おけるPFOS／PFOAの取扱いはPFOS

については 2000 年以降を契機にその製

造使用は激減している。 

a) PFOS 

 PFOS 又はその塩については、その

主な製造事業者であった米国の化学

メーカーが 2000 年までにその製造を

中止しており、2002 年に化審法の第二

種監視化学物質に指定したのち、2006

年度〜2008 年度までの製造・輸入数量

の届出は、毎年合計 10 トン前後で推

移していた（表１）。また、その国内供

給量（国内出荷量＋輸入量）の用途別

内訳は 半導体用反射防止剤・レジス

トが多くを占め、次いで、金属メッキ

処理剤であった（表２）。  

その後、2010 年４月に化審法の第一

種特定化学物質に指定し、一部の用途

を除き製造・輸入等を原則禁止した。

2017 年に例外用途を廃止し、PFOS の

すべての用途で製造・輸入等を禁止し

た。この間の例外用途（エッセンシャ

ルユース）での製造・輸入状況 につい

ては、２事業者から使用の届出があり、

2011 年度に実施した立入検査では、両

者とも化審法関係法令で定める基準

等に沿って適正に使用していること

が確認された。 2010 年度の使用実績

は２社合計で 15.7kg であり、その後

2015 年度までに、事業者から PFOS

等を含有する製剤等を全量処理し、在

庫がなくなった旨の報告がなされて

いる。 

b) PFOA 

PFOA については、化審法 の一般化

学物質の届出制度を開始した 2010 年

度以前の製造・輸入実績はない。2010

年度以降の製造・輸入数量を表３に示

す。2012 年度以降は製造、輸入、出荷

はほとんどなく、縮小傾向にある。

2020 年度以降、製造・輸入、使用はな

く、2021 年に PFOA とともに化審

法の第一種特定化学物質に指定され

た。また、用途別出荷割合は 2011 年

度までは塗料・コーティング剤（プラ

イマーを含む。） が最も多く、その後

は中間物のみとなっている（表４）。 

なお、PFOA に関する流通推移を精

査する上で重要な論点は、PFOA の

「遊離酸（Free Acid）」としての形態

と、「塩（Salts）」としての形態におけ

る市場動向の違いである。化審法に基

づく一般化学物質の届出制度が本格

稼働した 2010 年度（平成 22 年度）以

降の統計において、PFOA の遊離酸そ

のものについては国内での製造・輸入

実績は一貫して記録されていない。こ
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れは、フッ素ポリマー（テフロン等の

ポリテトラフルオロエチレン：PTFE）

の製造時に不可欠とされる重合助剤

や界面活性剤としての実際の産業利

用が、遊離酸ではなく「PFOA の塩」

（主としてペルフルオロオクタン酸

アンモニウム等）の形態で行われてい

たためとされている。 

D.考察 

本調査では、PFOA および PFOS の労

働者ばく露の背景要因としての国内輸

入・製造量にかかる業種業態別の取り扱

い状況等の情報収集を、公開情報を対象

に試みた。その結果、業種・事業場単位

での当該情報にかかる情報は得られなか

ったことから、行政等機関での審議資料

等として公開されている情報の再整理に

とどめた。PFOS は 2000 年代以前の世界

での製造量は年間約 4,500 トンと推定さ

れており、国内への原材料または含有製

品の輸入があったと考えられるが、国内

流通量として収集可能な情報は PFOS を

専従的に製造していたメーカーの製造中

止以降である 2006 年からであり、それ以

前の国内流通量についての情報は得られ

ていない。なお、2006 年以降 3 年間の流

通量は化審法での規制後のエッセンシャ

ルユースに限定された業種でのその割合

が報告されており、2006 年度時点では半

導体反射防止剤およびレジストがその大

半（67％）を占め、金属メッキ処理剤

（21％）、泡消火剤等（5％）の順であっ

たが、2015 年度までにその在庫は全廃さ

れたとされている。 

PFOA については、アンモニウム塩で

あるＡPFO としての世界での年間生産量

は約 335〜525 トンと推定されている。国

内の情報としては化審法の一般化学物質

の届出制度を開始した 2010 年度以前の製

造・輸入実績の記録があり、「PFOA 又は

その塩」および「PFOA 関連物質」とし

ての取扱量等が集計されている。製造・

輸入数量は、前者については 2010 年の

99 トンをピークに漸減傾向となり、2015

年に PFOA スチュワードシップ・プログ

ラムにより製造中止が達成されて以降の

2018 年には 0 トンとなった。後者につい

ては 2011 年の 739 トンをピークに漸減傾

向となり、2019 年に 4 トンまで縮小して

いる。PFOA 又はその塩についてはその

半数が「塗料・コーティング剤」の用途

に用いられていた。 

これらのことから、2000 年以降の当該

物質群の使用削減措置により、当該製品

の製造工程における職業性ばく露のリス

クは低減したと考えられる。その一方

で、使用削減措置以前、および当該製品

を含有する化学品の取扱いにかかるリス

クの推定については情報が乏しく、今回

収集したリスク評価等試料においても、

環境要因にかかるばく露の評価等の情報

は報告があるが、職業ばく露についてそ

のリスクを評価した文書は得られなかっ

た、 

本研究での分担研究１および２におい

ては、職域において地域の汚染水等によ

る環境要因のばく露の可能性がある知見

が散見されている一方で、本物質群製造

中止後の、含有製品の使用またはその残

留を背景とした作業者の血清中濃度高値

の知見が得られている。経気道ばく露が

主要因と考えられる業務によるばく露に

おいて、操業当時の本物質群の気中濃度

等にかかる情報が得られる可能性は低い

こと、またこれまでの生体影響への知見

のうちヒト発がんについては動物試験お

よびメカニズムに基づく評価であり、非

発がん性影響についてもヒトの知見が十
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分とは言えないことから、今後、職域由

来の高濃度ばく露群を含むコホート研究

によるヒト疫学の知見の集積が望まれ

る。 

E. 結論 

 収集可能な既存情報に基づく、PFOS

および PFOA の国内での取り扱い情報の

収集結果と、労働者の健康影響との関連

について検討を行った。国内外での規制

強化を受け、西暦 2000 年以降の当該物質

の直接的な取扱いは 2010 年代後半までに

ほぼなくなったと考えられる。一方で、

含有化学品としての取扱いについては十

分な情報が得られていない。本研究の他

の分担研究けっかでは、当該製品の製造

以外での業務において、集団としての平

均値は対照群と差はないものの対象者の

一部で高濃度の血清中 PFOS 濃度の事例

がみられている。この事例では職域環境

中濃度などのばく露情報が得られていな

いが、製造・流通の中止後であっても当

該物質の職域ばく露の可能性について、

環境由来のばく露の可能性と併せて、慎

重に検討をする必要があると考えられ

た。 
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表１：PFOS 又はその塩の製造・輸入数量等（参考文献 21 より） 

 

表２：PFOS 又はその塩の用途別出荷割合（参考文献 21 より） 

 

表３：PFOA 又はその塩の製造・輸入数量等（参考文献 21 より） 
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表４：PFOA 又はその塩の用途別出荷割合（参考文献 21 より） 

 
 

表５：PFOA 関連物質の製造・輸入数量等（参考文献 21 より） 

 
 

  



49 

 

図１：製造・輸入数量の経年変化（PFOA の塩）（参考資料 23,24.25 より） 

 

図２：用途別出荷量の経年変化（PFOA の塩）（参考資料 23,24,25 より） 

  

 


